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(a) 入力画像            (b) 最終画像 

  

(c) 入力画像に対するシミュレーション (b) 最終画像に対するシミュレーション 

図１－２－１１ 処理例１ 

 

  

(a) 入力画像            (b) 最終画像 

  

(c) 入力画像に対するシミュレーション (b) 最終画像に対するシミュレーション 

図１－２－１２ 処理例２ 

 

 

 

 



 次に，この提案法による変換結果を混同色線で評価した結果を図１－２－１３に示す。見てわかる

通り，標識領域とその周囲の領域は，変換前はほぼ同じ混同色線上に載っていたのに対し，変換後は

それぞれ異なる混同色線上に載っていることがわかる。以上により，提案法の有効性を確認できる。 

 

図１－２－１３ 混同色線による評価 

 

（５）今後の課題 

本研究では，カラーユニバーサルデザインの考え方に準じ，交通弱者に対して，安全・安心な

交通システムを提案・開発することを目的とし，色覚障害者や高齢者に対して，シーン内の標

識検出技術により検出した道路交通標識を強調提示することで標識の視認性を高めることが可

能な方法を提案した。しかし現時点では，第一色盲の方のシミュレーションにより有効性を確認

したに過ぎず，実際第一色盲の方による評価を行うことと，高齢者向けの同様な色変換手法の開

発が必要となる。同じく交通弱者である子供に対しては，標識の見逃しなどは，視覚の問題では

ないことから，このような強調提示法はあまり有効ではないと考えられる。したがって，別の手

法を検討することが必要となる。 

また提案法は標識検出の精度に大きく依存しているため，より高精度な標識検出技術を開発す

ることも重要となる。更に，実際の提示デバイスをどうするかについても，検討を要する。 
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２．低炭素型社会に貢献する交通体系 

２－１ はじめに 

ここでは，低炭素型社会に貢献する交通体系を検討するために，まず OECD の提唱する EST の考

え方および我が国の EST モデル都市における EST 施策についてレビューした後，これまでの豊橋市

の交通政策の方向を概観し，今後，豊橋市において低炭素型社会に貢献する交通体系を実現する上で

の課題や問題点を整理するものとする。  
 

２－２ ＥＳＴの考え方に基づく交通施策 

（１） ＥＳＴの定義と基準 

 EST（Environmentally Sustainable Transport；環境的に持続可能な交通）の概念は，1990 年代

半ば以来，この名称を用いた OECD (Organization for Economic Co-operation and Development)

のプロジェクトの開始とともに，広く知られてきた。この概念に基づいて，地球温暖化を防止するた

めにヨーロッパ諸国において EST 施策が実施されてきた。EST の定義は，以下の通りである (OECD, 

2002; Wiederkehr, P. et al, 2004，交通工学研究会 EST 普及グループ，2009)。 
「再生可能なレベル以下でしか再生可能な資源を使用せず，再生可能な代替物の開発レベル以下で

しか再生不可能な資源を使用しないことにより，人々の健康と生態系を危険にさらさずにアクセスに

関するニーズを満たすような交通」 
持続可能性は一般に，環境面のみでなく経済面および社会面を含むべきものと認識されてきたが，

交通に関しては，経済面の持続可能性は安全・便利・快適な交通サービスが最も効率的かつ安定的に

供給されることを意味し，社会面の持続可能性は公平性の観点から社会参加に必要な最低限度の交通

サービスがすべての人々に，特に，貧しい人々，高齢者，障害者，子供たちに提供されるべきである

ことを意味している。すなわち，EST は交通の環境面での要求を強調した概念である。 

それゆえ，EST 施策の検討に際しては，持続可能性に関するこれら３つの側面のトレードオフ関係

を考慮しながら，それらのバランスを評価する必要がある。しかしながら，持続可能性はそれ自体，

交通政策の目標ではなく，むしろ，それは制約であると認識されるべきであり，EST 施策を展開する

際には社会の最終目標を追求しなければならないと言える。 

交通部門に対しては，交通による健康面や環境面への多様な影響を抑えるのに必要な最小の数値と

して６つの基準が設定されている。これらの基準は地区，地域，地球規模における懸念，とりわけ土

地利用，騒音，大気質，地域の酸性化，オゾンおよび世界的気候変動に取り組むために選定されてい

る。 

これらの影響に関係する既存の国際的な目標，指針，基準を用いて，二酸化炭素（CO２），窒素酸

化物（NOｘ），揮発性有機化合物（VOCS），浮遊性粒子状物質（PM），騒音，土地利用に関する基準

が設定されている。｢環境的に持続可能な交通2030のビジョン｣に沿ったOECDのESTプロジェクトに

おけるESTの基準は以下の通りである。(OECD, 2002;  Wiederkehr, P. et al, 2004)。 
 



・二酸化炭素： 交通によるCO2の総排出量を各国の状況に応じて1990年の20%～50%に削減する 

・窒素酸化物： 交通によるNOxの総排出量を1990年の10%以下に削減する 

・揮発性有機化合物： 交通に関係するVOCsの総排出量を1990年の10%以下に削減する  

・浮遊性粒子状物質： 地区や地域の条件に応じて，交通からの総排出量を1990年の55%～99% に削

減する 

・騒音： 地区や地域の条件に応じて，交通騒音を最大で昼間は55 dB(A) ，夜間は45 dB(A) を超え

ないレベルにする 

・土地利用： 車両の移動，保守，保管のための土地利用や施設が大気，水質，生態系，生物多様性

確保のための地区や地域の目的と整合するよう，1990年よりも市街地での緑化空間を回復・拡張する 

 

（２） ＥＳＴ施策の特徴 

 EST 施策には様々な種類があり，それらは表２－１－１のように分類される。まず，戦略（政策の

方向性）に基づいて５つのカテゴリー（交通需要の削減，自動車利用の削減，自動車から公共交通お

よび自転車等への利用交通手段の転換，道路交通の効率性の向上，車両関連の技術革新）に分類され

る。一方，政策目的の実現手段は 4 つのカテゴリー（交通基盤施設や車両・燃料に関連する技術，交

通管理，交通制御，交通サービス供給などを含む規制，リアルタイムの交通情報提供，モビリティマ

ネジメントに代表される自動車利用者の意識啓発などを含む情報，ロードプライシングや課税などの

経済的手段）に分類される。 

 「交通需要の削減」戦略は，交通需要それ自体の減少を通じて交通の環境影響を軽減することを目

的としている。その手段として，交通需要を減らすような都市構造の改編（長期の交通需要マネジメ

ント(TDM)施策：コンパクトシティ化や TOD（公共交通指向型開発））あるいは通信による交通の代

替（短期の TDM 施策）などがある。 

 「自動車利用の削減」戦略は，例えば，ロードプライシングなどの短期的 TDM 施策や VICS(Vehicle 

Information and Communication System)などの交通情報関連 ITS(Intelligent Transportation 

Systems)の導入により，自動車の走行距離の削減，交通需要の時間分布の変更，自動車の利用効率（1

台当たりの乗車人員や貨物積載量）の向上等を通じて，交通による環境影響を軽減することを目的と

している。 

「自動車から公共交通や自転車等への利用交通手段の転換」戦略は，TDM 施策の実施や公共交通

や自転車等の魅力度の向上により，自動車という環境負荷の大きい交通手段から環境負荷の小さい公

共交通や自転車等の交通手段への利用転換を図ることを通じて，交通による環境影響を軽減すること

を目的としている。 

「道路交通の効率性の向上」戦略は，一般に自動車の走行速度が低い場合には環境への負荷が大き

いことから，道路整備や高度交通管理の導入などにより，道路交通の円滑性や平均走行速度の向上を

図ることを通じて，交通による環境影響を軽減することを目的としている。 

「車両関連の技術革新」戦略は，最新の車両・燃料関連の技術開発やそれを促進するような新たな


































































































































































































































































































































































